
【様式第１号】

貸借対照表
（平成29年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 30,605,401 固定負債 7,795,966 

有形固定資産 29,386,214 地方債 6,448,236 
事業用資産 15,091,783 長期未払金 - 

土地 5,933,454 退職手当引当金 1,347,731 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 15,450,491 その他 - 
建物減価償却累計額 △ 7,867,554 流動負債 800,196 
工作物 2,649,797 １年内償還予定地方債 647,577 
工作物減価償却累計額 △ 1,139,708 未払金 56,055 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 89,824 
航空機 - 預り金 6,740 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 8,596,162 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 65,301 固定資産等形成分 31,691,822 

インフラ資産 14,121,741 余剰分（不足分） △ 8,029,755 
土地 1,744,228 
建物 244,145 
建物減価償却累計額 △ 99,300 
工作物 20,071,977 
工作物減価償却累計額 △ 7,849,989 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 10,680 

物品 470,820 
物品減価償却累計額 △ 298,129 

無形固定資産 - 
ソフトウェア - 
その他 - 

投資その他の資産 1,219,188 
投資及び出資金 435,898 

有価証券 - 
出資金 435,898 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 219,233 
長期貸付金 - 
基金 642,396 

減債基金 - 
その他 642,396 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 78,340 

流動資産 1,652,828 
現金預金 513,052 
未収金 53,532 
短期貸付金 - 
基金 1,086,421 

財政調整基金 1,069,985 
減債基金 16,436 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 177 23,662,067 

32,258,229 32,258,229 資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

栃木県芳賀郡益子町



【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成28年 4月 1日
至　平成29年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 7,713,439 

業務費用 3,371,058 

人件費 1,401,810 

職員給与費 1,014,754 

賞与等引当金繰入額 89,824 

退職手当引当金繰入額 145,722 

その他 151,511 

物件費等 1,815,516 

物件費 893,005 

維持補修費 63,983 

減価償却費 856,335 

その他 2,193 

その他の業務費用 153,732 

支払利息 58,957 

徴収不能引当金繰入額 64,343 

その他 30,432 

移転費用 4,342,381 

補助金等 1,561,333 

社会保障給付 2,076,987 

他会計への繰出金 697,919 

その他 6,142 

経常収益 132,156 

使用料及び手数料 54,379 

その他 77,777 

純経常行政コスト △ 7,581,283 

臨時損失 28,857 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 28,857 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 4,645 

資産売却益 4,645 

その他 - 

純行政コスト △ 7,605,495 

科目

栃木県芳賀郡益子町



【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成28年 4月 1日
至　平成29年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 23,814,416 31,488,085 △ 7,673,669 

純行政コスト（△） △ 7,605,495 △ 7,605,495 

財源 7,440,718 7,440,718 

税収等 5,368,947 5,368,947 

国県等補助金 2,071,771 2,071,771 

本年度差額 △ 164,777 △ 164,777 

固定資産等の変動（内部変動） 191,309 △ 191,309 

有形固定資産等の増加 2,518,061 △ 2,518,061 

有形固定資産等の減少 △ 2,000,840 2,000,840 

貸付金・基金等の増加 360,054 △ 360,054 

貸付金・基金等の減少 △ 685,967 685,967 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 12,428 12,428 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 152,349 203,737 △ 356,086 

本年度末純資産残高 23,662,067 31,691,822 △ 8,029,755 

科目 合計

栃木県芳賀郡益子町



【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成28年 4月 1日
至　平成29年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 6,685,680 

業務費用支出 2,286,803 
人件費支出 1,236,499 
物件費等支出 970,173 
支払利息支出 58,957 
その他の支出 21,174 

移転費用支出 4,398,876 
補助金等支出 1,617,828 
社会保障給付支出 2,076,987 
他会計への繰出支出 697,919 
その他の支出 6,142 

業務収入 7,110,934 
税収等収入 5,355,003 
国県等補助金収入 1,624,304 
使用料及び手数料収入 53,850 
その他の収入 77,777 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 425,254 
【投資活動収支】

投資活動支出 1,662,528 
公共施設等整備費支出 1,404,958 
基金積立金支出 227,570 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 30,000 
その他の支出 - 

投資活動収入 996,316 
国県等補助金収入 447,467 
基金取崩収入 509,694 
貸付金元金回収収入 30,000 
資産売却収入 9,155 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 666,212 
【財務活動収支】

財務活動支出 637,132 
地方債償還支出 637,132 
その他の支出 - 

財務活動収入 733,369 
地方債発行収入 733,369 
その他の収入 - 

財務活動収支 96,237 
本年度資金収支額 △ 144,721 
前年度末資金残高 651,032 
本年度末資金残高 506,312 

前年度末歳計外現金残高 8,592 
本年度歳計外現金増減額 △ 1,852 
本年度末歳計外現金残高 6,740 
本年度末現金預金残高 513,052 

科目

栃木県芳賀郡益子町



1　重要な会計方針
(1)　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①　有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以後に取得したもの
　　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
　　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

(2)　有価証券等の評価基準及び評価方法
①　出資金は、出資金額により計上しています。

(3)　有形固定資産等の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　建物 １７年～５０年
　　　　工作物 １０年～６０年
　　　　物品 ４年～６年
②　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイ
ナンス・リース取引を除きます。）
　　　･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(4)　引当金の計上基準及び算定方法
①　徴収不能引当金
　　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　　　長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
②　退職手当引当金
　　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を計上しています。
③　賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して
います。

(5)　リース取引の処理方法
①　ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きま
す。）
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②　オペレーティング・リース取引

(6)　資金収支計算書における資金の範囲
　地方自治法第２３５条の４第２項に規定する歳入歳出外現金を除く現金としています。

(7)　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①　物品の計上基準
　　　物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
②　資本的支出と修繕費の区分基準
　　　資本的支出と修繕費の区分基準については、予算において「新設改良」とみなされているか、「維持管理」費となっているかを基準として処理していま

2　追加情報（財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項）
(1)　対象範囲

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　一般会計
　

(2)　出納整理期間について
　地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年
度末の計数としています。

(3)　表示金額単位
　千万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4)　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
　　実質赤字比率　―
　　連結実質赤字比率　―
　　実質公債費比率　６．７％
　　将来負担比率　５３．０％
　※　実質赤字額または連結実質赤字額がない場合は、「―」で表示しています。

(5)　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 ４４１千円

(6)　繰越事業に係る将来の支出予定額
　繰越事業に係る将来の支出予定額　２５７，５２８千円

3　追加情報（貸借対照表に係るもの）
(1)　売却可能資産

　売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産としています。今年度は、該当する資産はありません。
(2)　基金借入金（繰替運用）の内容

　財政調整基金　３００，０００千円　平成２９年３月１７日から平成２９年３月３１日

(3)　地方交付税措置のある地方債
　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額　７，１１９，７５４千円

(4)　将来負担に関する情報
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。
　　標準財政規模　５，１３０，３３１千円
　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　６５６，４３４千円
　　将来負担額　１１，５１１，２３４千円
　　充当可能基金額　１，８７０，５４０千円
　　特定財源見込額　１４９，１２７千円
　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額　７，１１９，７５４千円

(5)　自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額
　　　０円

4　追加情報（純資産変動計算書に係るもの）
(1)　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　①　固定資産等形成分
　　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。
　②　余剰分（不足分）
　　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

5　追加情報（資金収支計算書に係るもの）
(1)　基礎的財政収支

　基礎的財政収支　３８２，８００千円
(2)　一時借入金

　一時借入金の借入れはありません。なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。
　　一時借入金の限度額　１，０００，０００千円

(3)　重要な非資金取引
　重要な非資金取引は以下のとおりです。
　　平成館の寄贈　１２，４２８千円

注記

栃木県芳賀郡益子町


